
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成15年2月21日

担当部・課：ラオス事務所

案件名：ラオス国立大学工学部 情報化対応人材育成機能強化プロジェクト（仮

称）

The Upgrading IT Education Project（Information Technology Bridging

Course）

対象国：ラオス人民民主共和国

実施地域：ビエンチャン（首都）

実施予定期間：2003年4月1日～2006年3月31日（3年間）

1. プロジェクト要請の背景

(1) ラオス国政府は市場経済導入政策を推し進めているが、先進諸国はもとよ

り、近隣アセアン諸国が情報技術を活かし、その経済発展を加速化してい

るのに対し、ラオスでは情報化が遅れており、他国との経済格差が一層拡

大してしまうことが懸念されている。ラオスにおけるIT対策として

は、2001年3月第7回党大会にて初めてIT教育の重要性がうたわれ、IT活用

により経済及び国全体の活性化を図ることが明言された。その具体的対策

として、2003年1月の政策会議において「我が国における工業化及び近代

化実施政策」の中で、情報技術分野の教育に重点をおくこと、ITを活用し

通信だけでなく観光、交通、健康、環境分野においても情報整備及びアク

セスを推進し、経済社会の活性化を図ることが述べられている。

(2) 主な政府機関・公社・教育機関等64カ所を対象としたIT利用に関する調査

（2001年1月）によれば、全職員数12,312名に対し、対象機関のPC保有台

数は2,587台であり、前回の調査（99年3月）より26％増加している。ま

た、職員の内、IT関連業務に従事するスタッフは184名（全職員の1.5%）

であるが、当国において唯一学士号取得可能なラオス国立大学工学部にお

いて、実際に学士を取得可能なコースの学生数は2割弱であり、残りは中



等・高等ディプロマ課程であるため、仮に上記IT従事スタッフ全員がラオ

ス国立大学工学系出身者としても、工学学士以上の資格を持つ技術者は30

名にも満たないと推定される。いずれの機関も、今後のITによる業務効率

の向上、教育の質の向上を望み、情報技術分野の知識技術を備えた人材が

必要だとしている。今後拡大するであろうIT分野の運営維持管理を前述の

184名の人材のみで牽引していくのは質的にも量的にも、極めて困難であ

ると言わざるを得ない。そのため、国際的な標準技術を理解し、適正な技

術導入を図ることの出来る人材を政府機関、民間に供給しうる教育体制を

早急に整備する必要性に迫られている。

(3) ラオス国立大学は1995年に各省庁所管の大学・専門学校が統合され、国内

唯一の大学として設立された。工学部は中でも1/4強の学生数（4702名）

を擁する最大の学部であるが、2001年、2002年の卒業者のうち、IT分野に

関連する電子・電気学科において学士号を取得した人数は僅か50名であ

る。一方、この分野に対する社会的ニーズ（高校卒業後の進学希望者数増

大及び社会のIT関連技術者需要）に応えるため、夜間部高等ディプロマ

コースの新規開設・定員拡大を図ろうとしているが、学士号以上の資格を

持つ教員不足により、更なる拡充が困難な状況である。

(4) 以上により、効果的にIT分野の人材育成を図るためには、短期間内にしか

も効率的に学士号レベルの人材育成する体制を整備してゆく必要がある。

短期間に学士レベルの人材を育成するには、国内において、高等ディプロ

マ取得者を対象として、働きながら情報技術分野の学士号を短期間で取得

できる教育課程を確立することが有効である。政府諸機関がかかえてきた

IT人材育成上の問題も、このコースを活用することにより解決が図れる。

さらに、修学期間の短い本課程は、関心の高いIT分野であるだけに、他分

野で学士号を取得した者にとっても魅力的である。

2. 相手国実施機関



プロジェクト監督機関／実施機関 ラオス国立大学工学部

3. プログラムの概要および達成目標

（1）達成目標

1）プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）

［目標］

ラオス国立大学工学部によるIT分野学士課程の運営能力が強化される。

［指標］

 

1. 協力期間中に60名がIT学士号取得コースを修了し、それぞれの所属

先でIT関連業務において高い評価を得る。

2. 高等ディプロマしか持たない工学部教員計15名を同コースで学習、

修了させた上で、同コースの指導教官として育成する。

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

［目標］

 
ラオス国立大学工学部がIT分野の人材を育成し、政府機関及び工業分野

の需要に応える。

［指標］

 

1. IT学士号取得者が育成される。

プロジェクト協力期間中及び終了後のIT人材輩出数予測

2. IT分野における大学院レベルの留学生の数が増加する

（2）成果（アウトプット）と主な活動

1）国際的に通用する、 IT分野学士号取得のためコースが実施される。

（年間30名）



  

2）ITコースの施設設備が改善され、機器維持管理に係る運営管理シス

テムが整備される。

3）IT分野教員が育成され、教授能力が改善される。コース運営が可能

な数のIT分野の教員が育成される。

4）IT関連科目のラオス語による教科書及び教材が開発される。

5）他大学（KMITL、日本の大学等）との学術交流促進や国際的共同研

究活動の促進により、ラオス国立大学工学部の研究能力が強化され

る。

（3）投入（インプット）

 

1）日本側

 

・ 日本人長期専門家：1～2名（チーフアドバイザー／教科書作成）

・ 日本人短期専門家：3～5名／年（情報技術工学）

・ 第三国長期専門家：2名

・ 第三国短期専門家：10～12名／年

・ 機材供与：1800万円

・ 現地業務費：約700万円／年

 総額 約1.5億円

2）相手国側

 

・ 施設提供、運営維持経費、C/Pの配置、IT分野の教職員配置、施設

設備の安全確保、専門家の執務室、秘書の提供

（4）実施体制

 

1）カウンターパート機関：ラオス国立大学工学部（教職員：230名、予

算：教育省配分予算、工学部収入、本プロジェクトによる受講生から

の授業料）

2）日本人専門家：工学技術アドバイザ、教材作成アドバイザ、情報技術

科目担当専門家（東海大学等）

3）第三国専門家：教育課程改善アドバイザ、情報技術科目担当専門家



（主にKMITLからの派遣）

先方実施機関：ラオス国立大学工学部

国内協力機関：東海大学、明治大学、（第三国）タイ キングモンクット工

科大学

4. 評価結果（実施決定理由）

（妥当性）

本協力の目標とするIT関連分野の人材育成は市場経済化、中でも地域的連

携強化及び情報格差是正のためには極めて重要である。これはラオス国政

府の政策と合致しており、党大会や政策会議でIT分野の人材育成とIT活用

による工業化及び近代化実施政策においてもその重要性が認識されてい

る。現在近隣諸国に比べIT環境整備が遅れているだけでなく、IT人材の不

足が顕著であるラオスにおいて、即戦力となり、今後IT分野発展の核とし

て活躍することが期待されるIT学士号を持った人材を育成することは極め

て意義が高く、高等教育分野の中でも、急速な国際的情報化への対応策と

いう観点から急務であるといえる。

（効率性）

 

主にKMITLからの第三国専門家を中心にコースを運営することを想定、及

び1999～2001年までのNUOL－KMITL－JICA三者間協力によりIT人材育成

の中核を担う12名が学士号を取得したが、それらの講師陣を活用し、IT関

連学科のカリキュラムをラオスに合った形で開発していく計画である。ま

た、コーディネーターもラオス側C/Pが担い、日本人長期専門家は技術

面、運営面にて総括的に指導、助言を行うなど限定的なものである。以上

のような投入形態により、効率的なコース運営が期待される。

（インパクト）

プロジェクト目標の達成により、国際的な標準技術を身につけたIT分野の

人材が毎年30名ずつ政府及び民間に供給される。現状では主要64の省庁、

公社及び民間のIT人材が184名であり、うち学士レベルは推定30名である

こと、既存の工学部電気・電子学科では年50名の学士号取得者の排出にと



 

どまることを鑑みると、年30名の国際基準の技術・情報を備えたIT学士号

取得者を輩出することは、政府及び民間部門のIT分野へのインパクトは極

めて大きいと言える。また、このコースを運営しながら、工学部自身のIT

分野の教員を育成することができるようになり、協力終了後もラオス大学

が独自に情報技術分野の専門的人材を社会に排出することが可能となり、

国内外との情報流通の円滑化、情報格差の是正、継続的経済発展に資する

ことが期待できる。

（自立発展性）

 

初年度は１学年定員30名の内、半数を工学部教員枠として確保し、まずは

工学部内で教科を担当しうる教員育成を図る。2年目以降は工学部教員枠

を減少させていく。次第に専門家による教科担当の割合を減らし、協力期

間修了後は、ラオス国立大学工学部教員によって運営できるような人員計

画を策定する。これにより漸次的にタイ第三国専門家の数が減少し、ラオ

ス工学部の教員が講師として育成されていくため、ラオス国立大学工学部

にIT学士号を授与しうるだけの講師陣、カリキュラムが整備され、自立運

営される可能性は高い。また、工学部の一学科として位置づけられてお

り、当初からコース運営経費（ランニングコスト）は大学側が授業料の中

から支出することで、自立発展性は担保されていると言える。

5. 外部要因リスク（外部条件）

・ ラオス国内のIT環境の整備が促進されること。

・ 特にラオス政府機関におけるIT化が進むこと。

・ ラオス国立大学工学部の優秀な教員（アカデミックスタッフ）が継続的に

確保され、彼らが他に転じないこと。

・ ラオス国立大学工学部におけるインターネット接続が安定的、継続的に確

保される。

6. 今後の評価計画（中間評価、終了時評価の実施時期）

終了時評価（2005年10月頃）、終了後（2009年頃）。


